別記第１号様式

年　　月　　日

　令和　　年度雇用型漁業支援事業申請書

１　申請内容

	経営体
	名称
	
	代表者
	

	
	所在地
	〒


	所属漁協及び漁業種類
	

	
	電話
	
	Eﾒｰﾙ
	

	新規就業者
	EQ \* jc2 \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
	
	出身地
	eq \o(\s\up 7(都道),\s\do 3(府県))

	
	生年月日
	年　 　月 　　日生（　　歳）
	性別
	

	
	電話
	
	Eﾒｰﾙ
	

	
	就業前の住所
	〒



	
	就業後の住所
※変更の場合のみ記入
	〒




	
	Ｕターン　　・　　Ｉターン　・　その他

	
	職務経歴
	在職期間
	勤務先
	職務内容

	
	
	～
	
	

	
	最終学歴
	学校名及び学部・学科名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　卒業

	
	短期研修等
の受講状況
	実施期間
	漁業種類
	事業名

	
	
	～
	
	

	
	船舶免許等
の取得状況
	【船舶免許】　有　（　　級　　　　　　　　　　）　・　無

【無線免許】　有　（　　　　　　　　　　　　　）　・　無

	
	就業を希望する又は就業に至った理由
	

	
	
	

	
	
	


２　添付資料

（１）事業実施計画書（別記第１号様式別紙１）
（２）審査表（別記第１号様式別紙２－１、別紙２－２）

（３）誓約書（別記第１号様式別紙３－１、別紙３－２）

（４）県税の滞納が無いことを証する書類
（５）誓約書兼同意書（別記第１号様式別紙４）
（６）本事業の活用開始日を起点とし、過去１年以内に実施要領第２の２の（１）のソに規定する研修を実施した場合は、その報告書
別紙１（別記第１号様式）
雇用型漁業支援事業実施計画書

	①　事業目的
	

	②　事業内容
	

	③　雇用（予定）
時期
	　　年　　　月　　　日

	④　事業実施期間
	　　年　　　月　　～　　　　　　　年　　　月

	⑤　事業費
	※雇用にかかる経費と消耗品費の内訳が分かるように記載すること



別紙２－１（別記第１号様式）

雇用型漁業支援事業審査表①
１　新規就業者とのマッチング方法
　□（１）（一社）全国漁業就業者確保育成センター又は（一社）高知県漁業就業支援センターが実施する漁業就業相談会等
　□（２）水産高校や（一社）高知県漁業就業支援センターの仲介
　□（３）地方公共団体が開催する漁業就業相談会等
　□（４）民間団体等が開催する漁業就業相談会等
　□（５）（一社）全国漁業就業者確保育成センター又は（一社）高知県漁業就業支援センターのWEBページにおける情報交換
　□（６）ハローワークにおける斡旋
　□（７）その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２　過去の受入実績
（１）過去５年間に受入れた新規就業者数
　　（　　　　）人
（２）（１）のうち、現在漁業就業を継続していない者の数
　　（　　　　）人
（３）離職率（（２）／（１）×100）
　　（　　　　）％
（４）過去に受入れた新規就業者の離職理由や原因
	※過去５年間に受入れた新規就業者が１人でも離職している場合は記載すること。




（５）改善計画
	※過去５年間に受入れた新規就業者が１人でも離職している場合は記載すること。



※改善計画が不十分な場合は事業を実施できない。

以上
別紙２－２（別記様式第１号）
雇用型漁業支援事業審査表②

	審査項目
	審査内容
	評価点
	経営体
評価欄
	センター評価欄

	（１）漁業経営の状況
	
	
	

	a 個人経営体（漁船漁業）
	①
	過去３年間の漁労所得は平均500万円以上である。
	5
	
	

	
	②
	過去３年間の漁労所得は平均250万円以上500万円未満である。
	3
	
	

	
	③
	過去３年間の漁労所得は平均150万円以上250万円未満である。
	1
	
	

	
	④
	過去３年間の漁労所得は150万円未満である。
	0
	
	

	b 個人経営体（養殖業）
	①
	過去３年間の漁労所得は平均675万円以上である。
	5
	
	

	
	②
	過去３年間の漁労所得は平均300万円以上675万円未満である。
	3
	
	

	
	③
	過去３年間の漁労所得は平均150万円以上300万円未満である。
	1
	
	

	
	④
	過去３年間の漁労所得は150万円未満である。
	0
	
	

	c 法人経営体
	①
	過去３年間の経常損益は全て黒字である。
	5
	
	

	
	②
	過去３年間のうち１年間は経常損益が赤字である。
	3
	
	

	
	③
	過去３年間のうち２年又は３年間とも経常損益が赤字である。
	0
	
	

	（２）労働災害の発生状況
	①
	過去３年間において死亡災害（行方不明を含む）又は休業４日以上の災害が発生していない。
	5
	
	

	
	②
	過去３年間において死亡災害（行方不明を含む）又は休業４日以上の災害が１回発生している。
	3
	
	

	
	③
	過去３年間において死亡災害（行方不明を含む）又は休業４日以上の災害が２回以上発生している。
	0
	
	

	
	④
	新規就業者を新たに受入れしようとする機関で、前年度に漁業労働における死亡災害が発生している。
	非採択
	
	

	（３）新規就業者の適正
	
	
	

	常時20名以上を雇用する経営体（※１）
	①
	新規就業者について、事業実施前に経営体において４ヶ月以上の従業員としての雇用実績がある。
	3
	
	

	
	②
	新規就業者について、事業実施前に経営体において４ヶ月以上の従業員としての雇用実績がない。
	非採択
	
	

	常時20人未満を雇用する経営体（※１）
	①
	新規就業者について、事業実施前に経営体において４ヶ月以上の従業員としての雇用実績がある。
	5
	
	

	
	②
	新規就業者について、事業実施前に受入機関が主体となって短期研修や漁業体験による適正確認を実施した。
	3
	
	

	
	③
	新規就業者について、事業実施前に経営体が主体となって短期研修や漁業体験による適正確認を実施しなかった。

	0
	
	

	（４）新規就業者に支払う給与
	①
	事業実施期間を含め新規就業者に支払う給与（自治体による新規就業者への給付等も含んだ最低保障額）は高知県の最低賃金の1.5倍以上である。
	5
	
	

	
	②
	事業実施期間を含め新規就業者に支払う給与（自治体による新規就業者への給付等も含んだ最低保障額）は高知県の最低賃金の1.2倍以上1.5倍未満である。
	3
	
	

	
	③
	事業実施期間を含め新規就業者に支払う給与（自治体による新規就業者への給付等も含んだ最低保障額）は高知県の最低賃金の1.2倍未満である。
	0
	
	

	（５）新規就業者の定着状況
	①
	過去５年間に当該事業で受入れた新規就業者の現在の離職率は０％である。
	5
	
	

	
	②
	過去５年間に当該事業で受入れた新規就業者の現在の離職率は０％を超え30％未満である。もしくは新規就業者の受入実績がない。
	3
	
	

	
	③
	過去５年間に当該事業で受入れた新規就業者の現在の離職率は30％以上50％未満である。もしくは過去５年間に新規就業者を１から２名受入れたが、全員離職している。
	0
	
	

	
	④
	過去５年間に当事業で３名以上の新規就業者を受入れており、現在の離職率は50％以上である。
	非採択
	
	

	（６）浜の活力再生プラン
	①
	経営体の所属する漁村地域が策定し、水産庁長官の承認を受けた浜プランと広域浜プランの両方に漁業人材の確保・育成に関する取組が明記されている。
	5
	
	

	
	②
	経営体の所属する漁村地域が策定し、水産庁長官の承認を受けた浜プランと広域浜プランのいずれか一方に漁業人材の確保・育成に関する取組が明記されている。
	3
	
	

	
	③
	経営体の所属する漁村地域は、浜プラン又は広域浜プランのいずれかを策定し、水産庁長官の承認を受けている。
	1
	
	

	（７）資源管理計画又は漁場改善計画
	①
	経営体が資源管理計画（協定を含む）又は漁場改善計画を策定又は参加している。
	3
	
	

	
	②
	経営体が資源管理計画（協定を含む）又は漁場改善計画を策定又は参加していない。
	0
	
	

	合計点数（※２）
	－
	
	


※１　陸上作業のみに従事する者や事務員等も含む当該経営体の全ての労働者のうち、常時雇用している者の数で判断する。

※２　「合計点数」が10点未満、または「評価点」の非採択に１項目でも該当する経営体は、事業の対象としない。
センター審査欄

	合・否
	評価

	
	


別紙３－１（別記第１号様式）
（経営体用）

誓　約　書
一般社団法人高知県漁業就業支援センター 様
　　　　　　　　　　　　　　　
　以下の項目に相違ないことを誓約いたします。
　なお、当誓約書に違反した場合は、受領した雇用にかかる経費及び消耗品費を返還いたします。
記

１　新規就業者との関係が３親等以内ではありません。
２　事業終了後の継続雇用を前提として事業を実施し、事業の活用のみを目的としていません。
３　過去１年間に、漁業に関する法令違反に係る刑事又は行政処分を受けた経営体、もしくは事業実施中に漁業に関する法令違反に係る刑事又は行政処分を受け、当該事業終了後から１年を経過していない経営体ではありません。
４　事業実施中は新規就業者とその他従業員を含め、ライフジャケットの着用を徹底し、安全対策に努めます。
５　事業開始前に、新規就業者の漁業への就業意思を確認するとともに、事業実施期間を含む諸事項（賃金や休日等）について、新規就業者へ十分な説明を行いました。
６　新規就業者を漁業に従事させる場合には、新規就業者との間で雇用契約を締結するとともに、万が一の事故に備え、新規就業者についての労災保険に加入します。
７　事業終了後は、就業継続のためのフォローアップを行う等、新規就業者の状況把握に努め、センターの依頼があった場合には速やかに新規就業者の状況報告を行います。
８　実施要領別紙に掲げる暴力団が実質的に経営を支配する経営体又はこれに準ずる経営体ではなく、将来にわたってもこうした機関になりません。
以上
　　　　　年　　月　　日
住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
経営体名　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名（自署）　　　　　　　　　　　　　

別紙３－２（別記第１号様式）
（新規就業者用）
誓　約　書
一般社団法人高知県漁業就業支援センター　様
　　　　　　　　　　　　　　　　
　私、　　　　　　は、以下の項目に相違ないことを誓約いたします。

記

１　これまでに累積１年以上、主として漁業に従事したことはありません。
２　これまでに、国又は地方公共団体の補助金による長期研修等（漁業学校等による研修を除く）を６ヶ月以上受講したことはありません。
３　青年就業準備給付金又は次世代人材投資（準備型）事業による給付を受け、漁業学校等での研修修了後１年以上経過した者ではありません。
４　事業の活用のみを目的としていません。
５　事業終了後、漁業就業を継続することを希望します。
６　過去１年以内に、漁業に関する法令違反に係る刑事又は行政処分を受けていません。
７　事業実施中はライフジャケットの着用等、安全対策を徹底します。

以上
　　　　　年　　月　　日
住　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名（自署）　　　　　　　　　　　　　　

別紙４（別記第１号様式）
誓約書兼同意書
私は、雇用型漁業支援事業の申請に当たり、高知県に対する下記の税外未収金債務の滞納がないことについて誓約します。
また、上記について、県の補助事業所管課が関係各課に対して照会すること（関係各課への個人情報の提供及び滞納の有無に関する情報の共有）及び照会の結果について一般社団法人高知県漁業就業支援センターに提供することに同意します。
誓約の内容に偽りがあった場合は、当該補助金の不交付の決定又は交付の決定の取消し及びこれに伴う補助金の返還に異議なく応じます。
・中小企業高度化資金貸付金、産業パワーアップ融資及び中小企業設備近代化資金貸付金償還金
　・農業改良資金貸付金償還金
　・林業・木材産業改善資金貸付金償還金
　・沿岸漁業改善資金貸付金償還金
あわせて、申請書、報告書等の提出物の内容について、高知県並びに関係する市町村及び漁業協同組合と共有することに同意します。
なお、この情報共有については新規就業者の　　　　　　　　　からも事前に同意を得ています。
令和　　年　　月　　日
  一般社団法人　高知県漁業就業支援センター　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者の住所及び氏名（自署）　　　　　　
（法人の場合は代表者の住所及び氏名）　　　
　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別記第２号様式

承　諾　書
一般社団法人高知県漁業就業支援センター　様
　　　　　　　　　　　　　　　　
	経営体名
	

	新規就業者名
	

	事業実施期間
	

	事業費
	


　上記の雇用型漁業支援事業の実施について
承認します　・　承認しません

所　　属　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名（自署）　　　　　　　　　　　　
	経営体名
	　　　　　　　　　　　　　　

	新規就業者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　

	実施年月
	　　　　　年　　　　月


別記第３号様式
一般社団法人高知県漁業就業支援センター　　様
雇用型漁業支援事業日誌
【１枚目】
１　新規就業者記入欄

	１ヶ月を通じて学んだこと・課題など

	

	今後の目標・対策

	


２　経営体記入欄

	経営体の評価・意見等

	


【記入上の注意事項】
１　休みの日は、記入不要とします。
２　【２枚目】の「区分」の欄は、該当する項目に○を記入して下さい。

３　【１枚目】と【２枚目】をセットで、日誌記入月の翌月の５日までに所属漁協に提出して下さい。
【２枚目】
	新規就業者氏名
	　　　　　　　　　　　　　


	日
	1日
	2日
	3日
	4日
	5日
	6日
	7日
	8日

	時間
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：

	区分
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上

	日
	9日
	10日
	11日
	12日
	13日
	14日
	15日
	16日

	時間
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：

	区分
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上

	日
	17日
	18日
	19日
	20日
	21日
	22日
	23日
	24日

	時間
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：

	区分
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上

	日
	25日
	26日
	27日
	28日
	29日
	30日
	31日

	時間
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：
	：　～　：

	区分
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上
	海上 ・ 陸上


別記第４号様式

　　　令和　　年度雇用型漁業支援事業実施状況報告書

１　現状

	経営体
	名称
	
	代表者
	

	
	所在地
	〒
	所属漁協及び漁業種類
	

	
	電話
	
	Eﾒｰﾙ
	

	新規就業者
	EQ \* jc2 \* hps16 \o\ad(\s\up 9(ふりがな),氏名)
	

	
	生年月日
	年　　月　　日生（　　歳）
	性別
	

	
	電話
	
	Eﾒｰﾙ
	

	
	住所
	〒

　

	
	船舶免許等
の取得状況
	【船舶免許】　有　（　　　級　　　　　　　　　）　・　無

【無線免許】　有　（　　　　　　　　　　　　　）　・　無

	
	就業状況

（従事している業務内容等）
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２　事業実績

	①　事業実施期間
	　　年　　月　　日　～　　　　　　年　　月　　日

	②　事業費
	※雇用にかかる経費と消耗品費の内訳が分かるように記載すること



３　添付資料

　　本事業の申請書提出日以降に実施要領第２の２の（１）のソに規定する研修を実施した場合は、その報告書

センター記入欄


日数�
海上�
陸上�
�



�
�
�
�









